
No. 1 事業名

令和7年度

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金事業

実施状況及び効果検証

令和6年度六ヶ所村電力・ガ

ス・食料品等価格高騰重点支

援給付金支給事業、定額減税

補足給付金給付事業

事業所管課 税務課

事業実施期間 令和7年9月22日～令和8年12月25日

総事業費（内、交付金充当額） 18,300,000円（18,300,000円）

事業費の繰越 有　　・　　無

事

業

実

施

状

況

評価指標 給付世帯数または受給者数

目標値
【定額減税補足給付金事業（不足額給付）】　975名

事業効果 物価高騰対策として非常に効果的であった。

今後の取組
今回の事業内容及び実績を今後の住民税非課税世帯支援検討時の参考にしてい

きたい。

実績値
【定額減税補足給付金事業（不足額給付）】　920名

事業実績
【定額減税補足給付金事業】

給付実績者920名に対して合計18,300,000円の給付を実施。

評価・効果検証
物価高騰が続く中で住民税非課税世帯への支援を行うことで、低所得の方々の

生活維持を支援することができた。

※「令和6年度六ヶ所村電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援給付金支給事業」はR6年度に公表済み

事

業

概

要

事業目的

【定額減税補足給付金事業（不足額給付）】

令和６年実施の定額減税補足給付金事業（調整給付）の当初給付額において所得の減少・子の

出生等に伴い本来給付すべき所要額と当初調整給付額間で差分が発生した方々への補填を目的

とした給付。

事業内容

【定額減税補足給付金事業（不足額給付）】

定額減税補足給付金事業（当初調整給付）と本来給付すべき所要額に差が生じた方に不足額の

現金給付を行う。

写真



No. 2 事業名

令和7年度

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金事業

実施状況及び効果検証

定額減税補足給付金給付事業

事業所管課 税務課

事業実施期間 令和7年11月1日～令和8年1月22日

総事業費（内、交付金充当額） 1,721,720円（570,000円）

事業費の繰越 有　　・　　無

事

業

実

施

状

況

評価指標 受給者数

目標値 給付支援サービスを介し、定額減税補足給付金対象者975名への給付

事業効果 給付事務の簡略化ツールとして非常に効果的であった。

今後の取組
次回採用時は、住民自らが申請可能な方式を採用し、より迅速で効率的な給付

事務を目指す。

実績値 920名（実績率94.35％）

事業実績
給付支援サービスを介して受給者数920名の給付を実施。給付支援サービス費

用合計で1,721,720円。

評価・効果検証
給付支援サービスを活用することで申込状況の一元管理が可能となり、給付事

務を効率的に進めることで迅速な給付に貢献することができた。

事

業

概

要

事業目的
デジタル庁の提供する給付支援サービスを活用し、定額減税補足給付金（調整給付）を対象者

に迅速かつ確実に給付することを目的とする。

事業内容 給付支援サービスを活用した定額減税補足給付金（調整給付）の給付事務。

写真



No. 5 事業名

令和7年度

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金事業

実施状況及び効果検証

「令和７年度　地域に活力

を！六ヶ所村民応援券」発行

事業

事業所管課 政策推進課

事業実施期間 令和７年12月24日～令和8年5月21日

総事業費（内、交付金充当額） 99,865,699円（62,541,000円）

事業費の繰越 有　　・　　無

事

業

実

施

状

況

評価指標 配布セット数

目標値 9,572セット

事業効果 物価高騰対策として非常に効果的であった。

今後の取組
今回の事業内容及び実績を今後の物価高騰対策時の参考にしていきた

い。

実績値 9,572セット

事業実績

配布セット数：9,572セット（１セット10枚）

応援券使用：92,483枚

92,483枚×1,000円＝92,483,000円

評価・効果検証

物価高騰が続く中で全世帯へ金銭面での支援を行うことで、村民の家計を支援

するとともに、村内商工事業者の利用機会の増加を図ったことで、地域経済の

活性化に寄与した。

事

業

概

要

事業目的
エネルギー・食料品等の物価高騰の影響を受けた村民の家計を支援するため、一人当たり一万円の応援券

（商品券）を全村民へ配布するもの。

事業内容
令和7年12月１日時点で六ヶ所村に住民登録している方１人あたり10,000円分の商品券を配布（令和7年

12月２日から12月31日までに出生した方については、追加で配布）

写真



No. 6 事業名

令和7年度

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金事業

実施状況及び効果検証

六ヶ所村修学旅行費補助金交

付事業

事業所管課 学務課

事業実施期間 令和７年4月1日～令和8年3月26日

総事業費（内、交付金充当額） 7,352,082円（2,451,000円）

事業費の繰越 有　　・　　無

事

業

実

施

状

況

評価指標 対象者数

目標値 118人

事業効果 物価高騰対策として非常に効果的であった。

今後の取組
今回の事業内容及び実績を今後の物価高騰対策時の参考にしていきた

い。

実績値 118人

事業実績

小学生　51人

中学生　67人

【補助金交付額：7,352,082円】

評価・効果検証
小・中学生の保護者に対して修学旅行に係る経費の補助を行ったことで、物価

高騰による小・中学生の保護者の経済的負担を軽減することできた。

事

業

概

要

事業目的
物価高騰による小・中学生の保護者の経済的負担を軽減するため、小・中学校が実施する修学旅行に係る

経費を補助する。

事業内容 修学旅行に参加する児童生徒の交通費や宿泊費等の経費を補助するもの。

写真


